
特定多目的ダム供用開始後に要する利水者負担額の軽減について

水道事業財政への負担を軽減し、水道の健全経営を確保するために、

・ダムの維持管理等に係る負担金(特定多目的ダム法第33条)の軽減を図ること

・ダムの所在市町村への交付に係る納付金(特定多目的ダム法第35条)の軽減を図ること
要 望

○ 多くの水道事業者は、安定的な取水のために特定多目的ダムの建設事業へ参画し許可水利権を取得している

○ 特定多目的ダム事業への参画は、膨大な建設費用の負担があり、加えて、ダム完成後にはダムの維持管理等のための負担金や

ダムの所在市町村への交付金を支払うための納付金の負担があり、厳しい水道事業財政をさらに圧迫している
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交付金に相当する額の納付金の負担(特定多目的ダム法第35条)

特定多目的ダムの維持、修繕その他の管理に要する費用の一部を負担
(特定多目的ダム法第33条)

◆ 水道事業者例

納付金：ダムの資産価値から算出されるため、建設事業費の増大に伴い納付金の負担が増加する

⚫ Ａダムの開発事業について、水源確保を目的として、基本計画策定時から利水者として参画

取得水利権：上水道 1.54ｍ³/秒
：工業用水道 0.51ｍ³/秒

⚫ 当初計画から完成までの間に6回もの計画変更が行われ、事業費が当初計画の15倍以上に
増大し、負担を余儀なくされる

◆ 特定多目的ダム完成後の利水者負担

ダムの維持管理特定多目的ダム

交付金
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Ａﾀﾞﾑ 建設事業費の推移

特定多目的ダムの完成後の

維持管理負担金・納付金が水道事業財政を圧迫！

多目的ダム所在
地方公共団体

要望事項 15


